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第１章 総   則 

第１節 本書の位置付け 

西貝塚環境センターは，平成 10 年 3 月に竣工し，供用開始から約 24 年が経過したことで，経

年劣化が見られる設備も存在し，施設全体の老朽化が進行している。今後とも市の責務である廃

棄物処理を円滑に推進するためには，本施設の基幹的設備の改修による延命化を行う必要がある。 

このような状況の中，上尾市（以下「市」という。）ではストックマネジメントの考えを導入し，

施設の基幹的設備改良工事を行うとともに，計画的かつ効率的な維持管理や運営を行うことによ

り施設の大幅な延命化を行う「西貝塚環境センター基幹的設備改良事業」（以下「本事業」という。）

を実施するものとした。あわせて，本事業では，環境省の循環型社会形成推進交付金等を活用し

基幹的設備改良工事を行うことで，二酸化炭素排出量を削減し，環境への負荷軽減を図ることを

目的としている。 

本要求水準書は，本事業の管理運営業務（以下「本業務」という。）について，基幹的設備改良

工事の対象外設備も含め，西貝塚環境センターの基本性能を発揮させるとともに，その安全性を

確保し，効率的な管理運営を実施するために，市が管理運営事業者（以下「事業者」という。）に

対して要求する基本的内容について定めるものである。また，事業者は，本業務を実施するにあ

たり，上尾市が定める一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の方針を満足するよう努めなければなら

ない。 

なお，管理運営にあたっては，本要求水準書を上回って行うことを妨げるものでなく，明記さ

れていない事項であっても，施設を管理運営するために当然必要と思われるものについては，全

て事業者の責任において補足・完備させなければならない。 
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第２節 基本方針 

１． 基本方針 

事業者は本業務について，以下の基本方針を遵守すること。 
１） 適切な維持管理により施設の基本性能（第４節 ６．参照）を発揮させ，適切に廃棄物

の処理を行うこと。 
２） 環境への負荷軽減に務めること。 
３） 施設の安全性を確保し，安定的に稼動させること。 
４） 事故・災害の防止に努め，安全な管理運営を行うこと。 
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第３節 業務概要 

１． 委託名 

西貝塚環境センター管理運営業務委託 
 
 
２． 履行場所 

上尾市大字西貝塚 35 番地 1 

上尾市大字上野 907 番地 2 

 
 
３． 業務内容 

本事業において，事業者が実施する業務は，本要求水準書に示すとおりである。 
なお，本要求水準書に明記されていない事項であっても，本施設を管理運営するために必要

と認められるものについては，全て事業者の費用と責任において対応すること。 
 
 
４． 業務期間 

事業期間は，以下のとおりとする。 
    設計建設期間  ：令和 5 年 7 月から令和 8 年 9 月まで 3 年 3 ヵ月 
    管理運営期間  ：令和 6 年 4 月から令和 15 年 3 月まで 9 年 

 

 令和 5 年度 
令和 6 年度 

  ～令和 8 年度 

令和 9 年度 

     ～令和 14 年度 

設計建設期間  
 

 

管理運営期間 

※令和 5 年度は 

管理運営準備業

務期間 
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第４節 対象施設・対象廃棄物 

１． 対象施設 

事業者が管理運営すべき，本業務における対象施設（以下「本施設」という。）は以下のとお

りである。 
 

１） 工場棟 
 ごみ焼却処理施設（焼却処理施設） 
 粗大ごみ処理施設（破砕処理施設） 
 動物焼却炉（焼却処理施設内） 

２） 計量棟 
３） 資源化物貯留ヤード 

 ペットボトル結束機（選別圧縮梱包施設） 
 その他資源化物貯留ヤード内の設備 

４） 管理棟 
５） 手洗洗車場 
６） 車庫 
７） 植栽，外構（道路標識，区画線を含む），駐車場 
８） その他施設 

 環境センター，リサイクル品展示室（管理棟横） 
 余熱供給配管（なお，余熱供給配管は敷地内トラックスケール近傍のバルブ及びフラ

ンジまでとし，バルブ及びフランジは余熱供給配管に含むものとする。 
 搬入路（市道 40014 号線街路樹及び植栽，雨水管路） 
 たちばな荘跡地公園（市道 40014 号線南側） 

９） 上野ストックヤード 
 空き缶選別プレス機（選別圧縮梱包施設） 
 ガラスストックヤード 
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２． 本施設の概要 

本施設の概要は以下のとおりである。 

表 １-１ 西貝塚環境センターの概要 

施 設 名 上尾市西貝塚環境センター 

施 設 所 在 地 埼玉県上尾市大字西貝塚 35 番地１ 

敷 地 面 積 38,340 ㎡ 

竣 工 年 月 平成 10 年 3 月 

主 要 設 備 １．ごみ焼却処理施設（焼却処理施設） 
処 理 方 法：全連続燃焼式ストーカ炉 
処 理 能 力：300t/日（100t/24h×3 炉） 
処理対象物：可燃ごみ，プラスチックごみ，粗大ごみ破砕後の可燃ごみ 
発 電 設 備：蒸気タービン発電機（出力 2,080kW） 
余 熱 利 用：発電（場内・場外），蒸気（場内），温水（場内・場外） 
設計施工業者：JFE エンジニアリング株式会社（旧日本鋼管株式会社） 

２．粗大ごみ処理施設（破砕処理施設） 
処 理 方 法：併用施設 
処 理 能 力：70t/5h 
破砕機形式：前破砕用 回転剪断式破砕機 

後破砕用 縦型回転式破砕機 
処理対象物：金属・陶器，不燃性粗大ごみ 
設計施工業者：JFE エンジニアリング株式会社（旧日本鋼管株式会社） 

 

表 １-２ 空き缶選別プレス機概要 

施 設 名 上尾市西貝塚環境センター（空き缶選別プレス機）備品 

施 設 所 在 地 埼玉県上尾市大字上野 907 番地 2（上野ストックヤード内） 

処 理 能 力 4.9t/日 

竣  工  年  月 平成 8 年 9 月 

設 計 施 工 業 者 東京エンバイロメント株式会社 

処 理 方 式 

選別機     ：永磁吊り上げ式 
アルミ選別機  ：永磁高速回転式ドラム 
鉄缶プレス機  ：油圧式一方押し 
アルミ缶プレス機：油圧式一方押し 

 

表 １-３ ペットボトル結束機概要 

施 設 名 上尾市西貝塚環境センター（ペットボトル結束機） 

施 設 所 在 地 埼玉県上尾市大字西貝塚 35 番地１（資源化ヤード内併設） 

処 理 能 力 2.5t/5h 

竣  工  年  月 平成 15 年 10 月 

設 計 施 工 業 者 株式会社 ウィズウェイストジャパン 

処 理 方 式 
選別方式    ：手選別 
ペットプレス機 ：油圧 250KN 
ベール（結束品） 

  



 

１-６ 

 
３． 施設配置 

本施設の施設配置図等は以下のとおりである。 
 

  
図 １-１ 西貝塚環境センター 施設配置図 

 

図 １-２ 上野ストックヤード位置図  
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４． 公害防止基準 

本施設の公害防止基準は以下のとおりである。 
 

１） 排出ガス基準値 
 ばいじん量    0.01g/m3N 以下（乾きガス，O2 12%換算) 
 硫黄酸化物    20ppm 以下（乾きガス，O2 12%換算) 
 塩化水素    20ppm 以下（乾きガス，O2 12%換算) 
 窒素酸化物    70ppm 以下（乾きガス，O2 12%換算) 
 ダイオキシン類   0.5ng-TEQ/m3N 以下 
                         （乾きガス，O2 12%換算) 

 一酸化炭素    50ppm 以下（O2 12%換算，4 時間平均値) 
 水銀     50μg/m3N 以下（乾きガス，O2 12%換算) 

 
２） 排水基準値 

 放流先の種類   下水道放流 
 排水基準値 
水素イオン濃度   pH5.8 以上 8.6 未満 
生物化学的酸素要求量   10mg/l 以下 
化学的酸素要求量   60mg/l 以下 
浮遊物質量    25mg/l 以下 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

鉱油類含有量   2.5mg/l 以下 
動植物油脂類含有量   15mg/l 以下 

フェノール類含有量   0.5mg/l 以下 
クロム含有量    1mg/l 以下 
銅含有量    1.5mg/l 以下 
亜鉛含有量    2.5mg/l 以下 
溶解性鉄含有量   5mg/l 以下 
溶解性マンガン含有量   5mg/l 以下 
フッ素含有量    7.5mg/l 以下 
大腸菌群数    1,500 個/cm3以下 
アルキル水銀化合物   不検出 
有機燐化合物    0.5mg/l 以下 
カドミウム及びその化合物  0.05mg/l 以下 
鉛及びその化合物   0.05mg/l 以下 
シアン化合物    0.5mg/l 以下 
六価クロム化合物   0.25mg/l 以下 
ひ素及びその化合物   0.05mg/l 以下 
水銀化合物    0.0025mg/l 以下 
ポリ塩化ビフェニール   0.0015mg/l 以下 
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トリクロロエチレン   0.15mg/l 以下 
テトラクロロエチレン   0.05mg/l 以下 
ジクロロメタン   0.1mg/l 以下 
四塩化炭素    0.01mg/l 以下 
1,2‐ジクロロエタン   0.02mg/l 以下 
1,1‐ジクロロエチレン   0.1mg/l 以下 
シス‐1,2‐ジクロロエチレン  0.2mg/l 以下 
1,1,1‐トリクロロエタン  1.5mg/l 以下 
1,1,2‐トリクロロエタン  0.03mg/l 以下 
1,3‐ジクロロプロペン   0.01mg/l 以下 
チウラム    0.03mg/l 以下 
シマジン    0.015mg/l 以下 
チオペンカルプ   0.1mg/l 以下 
ベンゼン    0.05mg/l 以下 
セレン及びその化合物   0.05mg/l 以下 
1,4‐ジオキサン   0.25mg/l 以下 
 

３） 処理物生成基準 

表 １-４ 処理物生成基準 

種類 項目 基準値 
焼却主灰，飛灰の溶出基準 ダイオキシン類含有基準 3ng-TEQ/g 以下 
飛灰処理物の 
重金属類溶出基準 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 
水銀又はその化合物 0.005mg/L 以下 
カドミウム又はその化合物 0.09mg/L 以下 
鉛又はその化合物 0.3mg/L 以下 
六価クロム又はその化合物 1.5mg/L 以下 
砒素又はその化合物 0.3mg/L 以下 
セレン又はその化合物 0.3mg/L 以下 
1,4-ジオキサン 0.5mg/L 以下 

 
 

４） 騒音基準値 
敷地境界線上で，下記の基準値以下とすること。なお，昼間は粗大ごみ処理施設が稼働して

いる条件とする。 
 朝（ 6:00～ 8:00）  50dB(A)以下 
 昼間（ 8:00～19:00）  50dB(A)以下 
 夜（19:00～22:00）  50dB(A)以下 
 夜間（22:00～ 6:00）  40dB(A)以下 
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５） 振動基準値 
敷地境界線上で，下記の基準値以下とすること。なお，昼間は粗大ごみ処理施設が稼働して

いる条件とする。 
 昼間（午前 8 時～午後 7 時）  60dB 以下 
 夜間（午後 7 時～午前 8 時）  55dB 以下 

 
６） 悪臭基準値 

 敷地境界の基準 
敷地境界線において下記の基準値以下 
アンモニア    1.0 ppm 以下 
メチルメルカブタン   0.002 ppm 以下 
硫化水素    0.02 ppm 以下 
硫化メチル    0.01 p pm 以下 
トリメチルアミン   0.005 ppm 以下 
二硫化メチル    0.009 ppm 以下 
アセトアルデヒド   0.05 ppm 以下 
スチレン    0.4 ppm 以下 
ブロピオン酸    0.03 pp m 以下 
ノルマル酪酸    0.001 p pm 以下 
ノルマル吉草酸   0.0009 ppm 以下 
イソ吉草酸    0.001 p pm 以下 
プロピオンアルデヒド   0.05 ppm 以下 
ノルマルブチルアルデヒド  0.009 ppm 以下 
イソブチルアルデヒド   0.02 ppm 以下 
ノルマルバレルアルデヒド  0.009 ppm 以下 
イソバレルアルデヒド   0.003 ppm 以下 
イソブタノール   0.9 ppm 以下 
酢酸エチル    3 ppm 以下 
メチルイソブチルケトン  1 ppm 以下 
トルエン    10 ppm 以下 
キシレン    1 ppm 以下 

 
 臭気濃度 

濃度 → 強度 
官能試験による臭気濃度（敷地境界） 10  2.5 
   （排出口） 300 
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５． ユーティリティー条件 

西貝塚環境センターにおけるユーティリティー条件は以下のとおりである。 
 

１） 電気 
高圧電力Ｂ 6,600Ｖ，1 回線 
契約電力  1,600ｋＷ 

 
２） 用水 
上水 

 
３） ガス 
都市ガス 

 
４） 排水 

 プラント排水  
プラント排水処理設備で処理後，再利用及び公共下水への排水。 

 生活排水 
プラント排水処理設備で処理後，再利用及び公共下水への排水。 

 雨水排水 
雨水砂ろ過後，再利用。 

 
６． 施設の基本性能 

本要求水準書に示す本施設の基本性能とは，公害防止基準（４．参照）を遵守し，安全で安

定的に「要求水準書（設計・建設編）第 1 章 第 2 節 １．処理能力」に示す処理を可能とす

る能力であり，本業務開始時においては西貝塚環境センターを含む本施設の竣工図書関連一式

（募集要項 別紙２ 閲覧用参考資料リスト参照）において示されるものである。 
また，西貝塚環境センター基幹的設備改良工事（以下，｢本工事｣という。）終了後の本施設の

基本性能とは，本工事の対象外設備については，西貝塚環境センターを含む本施設の竣工図書

関連一式（募集要項 別紙２ 閲覧用参考資料リスト参照）に示されるものであり，本工事の

対象設備については，対象設備及び施設全体として，「西貝塚環境センター基幹的設備改良事業 

要求水準書（設計・建設編）」に示す「正式引渡し」時において確認される施設の性能である。

ただし，公害防止条件に関する基本性能については，本工事の対象内外に係らず，公害防止基

準（第１章 第４節 ４．公害防止基準 参照）とする。 
事業者は，業務期間中，本施設の基本性能を維持しなければならない。 
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７． 処理対象廃棄物 

１） 対象廃棄物の種類 
本施設における処理対象廃棄物を以下に示す。 
 

表 １-５ 処理対象廃棄物 

対象施設 対象物 

搬
入
廃
棄
物 

ごみ焼却処理施設 可燃物 
可燃性粗大ごみ 
粗大ごみ処理施設からの可燃物 

粗大ごみ処理施設 金属 
陶器 
不燃性粗大ごみ 

動物焼却炉 小動物死骸 
資源化物貯留ヤード ペットボトル 

新聞 
雑誌 
乾電池 
蛍光管 

上野ストックヤード 空き缶 
スプレー缶 
ガラス 

その他 市の指示するもの 

搬
出
物 

ごみ焼却処理施設 焼却灰（主灰，集じん灰，集じん灰固化物） 
粗大ごみ処理施設 可燃性破砕残さ 

破砕鉄 
アルミ 

動物焼却炉 小動物の焼却灰等 
資源化物貯留ヤード ペットボトル圧縮成型品 

新聞 
雑誌 
乾電池 
蛍光管 

上野ストックヤード スチール缶プレス品 
アルミ缶プレス品 
ガラスカレット 
その他 

その他 市の指示するもの 
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２） 搬入物の性状 
  本施設へ搬入される可燃物及び可燃性破砕残さの設計条件を以下に示す。 

表 １-６ 可燃物及び可燃性破砕残さごみの設計条件（参考） 

 低質 基準 高質 
水分          (%) 65.6 50.9 33.9 
可燃分        (%) 30.2 42.5 54.5 
灰分          (%) 4.2 6.6 11.6 
低位発熱量    (kJ/kg) 6,020 8,870 13,000 

(kcal/kg) 1,200 2,000 3,100 
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第５節 一般事項 

１． 要求水準書の遵守 

事業者は，本要求水準書に記載される要件について，遵守すること。 
 
 
２． 関係法令等の遵守 

事業者は，業務期間中，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「労働安全衛生法」「上尾市廃

棄物の処理及び再利用に関する条例」等の関係法令等を遵守すること。「表 １-７ 関係法令等

例示」に関係法令等の例を示す。 
 
 
３． 上尾市一般廃棄物処理実施計画の遵守 

事業者は，業務期間中，市が毎年度定める「上尾市一般廃棄物処理実施計画」を遵守するこ

と。 
 
 
４． 官公署の指導等 

事業者は，業務期間中，官公署の指導等に従うこと。なお，法改正等に伴い施設の改造等が

必要な場合，その費用の負担は契約書に定めるものとする。 
 
 
５． 官公署等申請への協力 

事業者は，市が行う管理運営に係る官公署等への申請等に全面的に協力し，市の指示により

必要な書類・資料等を提出しなければならない。資料の作成・提出に必要な関連費用（官公署

への申請等の書類作成・提出に要する費用，説明等支援に要する費用等）は全て事業者が負担

すること。なお，事業者が行う管理運営に係る申請に関しては，事業者の責任により行うこと。 
 
 

６． 適切な労働環境の確保 

１） 事業者は，上尾市公契約にかかる労働環境の確認に関する要綱（以下「要綱」という。）

第２条に規定する労働者に対して，最低賃金額（最低賃金法第３条に規定する最低賃

金額をいう。以下同じ。）以上の賃金を支払うこと。 
２） 最低賃金額は，埼玉県について決定された最低賃金法第９条第１項に規定する地域別

最低賃金額を参酌して市が定める。 
３） 事業者は，契約の締結後に労働確認書を，業務完了後速やかに支払賃金報告書を，それ

ぞれ市に提出すること。労働確認書及び支払賃金報告書の様式については，要綱を参

照すること。 
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４） 事業者は，市から労働環境改善通知書により通知を受けたときは，速やかに当該通知

に基づいて労働環境の改善を図ること。また，市が指定する期日までに，改善した内容

を労働環境改善報告書により，市に報告すること。なお，労働環境改善報告書の様式に

ついては，要綱を参照すること。 
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表 １-７ 関係法令等例示 

・都市計画法 
・建築基準法 
・建設業法 
・消防法 
・道路法 
・道路交通法 
・砂防法 
・森林法 
・下水道法 
・水道法 
・環境基本法 

・ダイオキシン類対策特別措置法 
・大気汚染防止法 
・水質汚濁防止法 
・騒音規制法 
・振動規制法 
・悪臭防止法 
・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促

進等に関する法律 
・労働基準法 
・労働安全衛生法 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律 
・航空法 
・電波法 
・有線電気通信法 
・電気事業法 
・電気工事士法 
・電気用品取締法 
・計量法 
・高圧ガス取締法 
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
・毒物及び劇物取締法 
・駐車場法 
・工場立地法 
 

・事務所衛生基準規則 
・危険物の規制に関する規則・政令 
・一般高圧ガス保安規則 
・特定化学物質等障害予防規則 
・電気設備に関する技術基準 
・電気工作物の溶接に関する技術基準 
・クレーン等安全規則 
・クレーン構造規格 
・クレーン過負荷防止装置構造規格 
・電気機械器具防爆構造規格 
・溶接技術検定基準(JIS Z 3801) 
・ボイラ及び圧力容器安全規則 
・ボイラ構造規格 
・圧力容器構造規格 
・日本産業規格(JIS) 
・日本農林規格(JAS) 
・電気規格調査会標準規格(JEC) 
・日本電機工業会標準規格(JEM) 
・電線技術委員会標準規格(JCS) 
・日本油圧工業会規格(JOHS) 
・内線規程 
・電気供給規程 
・地方自治法 
・グリーン購入法 
・埼玉県環境基本条例 
・上尾市廃棄物の処理及び再利用に関する 
条例 

・特定フロンの排出抑制・使用合理化指針 
・ごみ処理施設性能指針 
・上尾市公契約にかかる労働環境の確認に関

する要綱 
・その他関係法令，規格，規程，総理府令，通

達及び技術指針等 
 
 

 
 
７． 所轄官庁への報告 

本施設の管理運営に関して，所轄官庁からの報告，記録，資料提供等の要求については，市

の指示に基づき，速やかに対応すること。 
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８． 市への報告・協力 

１） 事業者は，施設の管理運営に関して，市が求める報告，記録，資料等を速やかに提出す

ること。 
２） 事業者は，定期的な報告は「第７章 情報管理業務」に基づくものとし，緊急時・事故

時等は，「第１章 第１章 第５節 １２．緊急時対応」に基づくこと。 
 
９． 市の検査等への協力 

市が事業者の運転や設備の点検等を含む管理運営全般に対する立入検査を行う時は，事業者

は，その監査，検査に全面的に協力し，要求する資料等を速やかに提出すること。 
 
１０． 実施状況のモニタリング 

１） 市は，事業者より提出される書類等を元に，本業務の履行状況についてモニタリング

を実施する。事業者は，市の実施するモニタリングに対して協力すること。 
２） 市の実施するモニタリングに際し，事業者は，自己監査（セルフモニタリング）を事前

に実施する内容等を定めた計画書を作成し，市に提出すること。また，実施結果を報告

すること。 
 
１１． 労働安全衛生・作業環境管理 

１） 事業者は，労働安全衛生法等関係法令に基づき，従業者の安全と健康を確保するため

に，本業務に必要な管理者，組織等の安全衛生管理体制を整備すること。 
２） 事業者は，整備した安全衛生管理体制について市に報告すること。安全衛生管理体制

には，ダイオキシン類へのばく露防止上必要な管理者，組織等の体制を含めて報告す

ること。なお，体制を変更した場合は速やかに市に報告すること。 
３） 事業者は，安全衛生管理体制に基づき，職場における労働者の安全と健康を確保する

とともに，快適な職場環境の形成を促進すること。 
４） 事業者は，作業に必要な保護具及び測定器等を整備し，従業者に使用させること。ま

た，保護具及び測定器等は定期的に点検し，安全な状態が保てるようにしておくこと。 
５） 事業者は，「廃棄物ごみ焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」

（基発第 401 号の 2，平成 13 年 4 月 25 日）に基づきダイオキシン類対策委員会を設

置し，委員会において「ダイオキシン類へのばく露防止推進計画」を策定し，遵守する

こと。 
６） 事業者は，「廃棄物ごみ焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」

（基発第 401 号の 2，平成 13 年 4 月 25 日）に基づき，従業者のダイオキシン類ばく

露防止対策措置を行うこと。 
７） 事業者は，本施設における標準的な安全作業の手順（安全作業マニュアル）を定め，そ

の励行に努め，作業行動の安全を図ること。 
８） 安全作業マニュアルは施設の作業状況に応じて随時改善し，その周知徹底を図ること。 
９） 事業者は，日常点検，定期点検等の実施において，労働安全・衛生上，問題がある場合

は，市と協議の上，施設の改善を行うこと。 
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１０） 事業者は労働安全衛生法等関係法令に基づき，従業者に対して健康診断を実施し，そ

の結果及び結果に対する対策について市に報告すること。 
１１） 事業者は，従業者に対して，定期的に安全衛生教育を行うこと。 
１２） 事業者は，安全確保に必要な訓練を定期的に行うこと。訓練の開催ついては，事前に市

に連絡し，市の参加について協議すること。 
１３） 事業者は，場内の整理整頓及び清潔の保持に努め，施設の作業環境を常に良好に保つ

こと。 
 
１２． 緊急時対応 

１） 事業者は，災害（浸水時等），機器の故障，停電等の緊急時においては，人身の安全を

確保するとともに，環境及び施設へ与える影響を最小限に抑えるように施設を安全に

停止させ，二次災害の防止に努めること。 
２） 事業者は，緊急時（ごみピット火災を含む）における人身の安全確保，施設の安全停止，

施設の復旧，市への報告等の手順等を定めた緊急対応マニュアルを作成し，緊急時に

はマニュアルに従った適切な対応を行うこと。なお，事業者は作成した緊急対応マニ

ュアルについて必要に応じて随時改善すること。 
３） 事業者は，台風・大雨等による被害発生時，火災及び事故発生時に備えて，警察，消防，

市等への連絡体制を整備する。なお，体制を変更した場合には，速やかに市に報告する

こと。 
４） 事業者は，緊急対応マニュアルに基づき，防災組織及び連絡体制が適切に機能するよ

うに，定期的に防災訓練等を行うこと。また，訓練の実施については事前に市に連絡

し，実施結果について報告すること。 
５） 緊急時対応した場合には，事業者は直ちに対応状況及び運転記録等を市に報告するこ

と。報告後，速やかに対応策等を記した事故報告書を作成し，市に提出すること。 
６） 事業者は，災害等発生時に，本業務が早期に復旧できるよう事業継続計画を作成し，市

へ提出すること。 
 
１３． 施設使用者等への安全確保 

事業者は，本施設への搬入者・見学者等の安全を確保する体制を整備し，搬入者・見学者等

の安全を確保すること。 
 
１４． 地元雇用・地元活用 

１） 事業者は，本施設の管理運営にあたっては，本業務契約時前の雇用状況を考慮し，市内

での雇用促進に努めること。 
２） 事業者は，本業務の実施に際して，極力，地元事業者の活用に努めること。 
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１５． 災害発生時の協力 

災害その他不測の事態により，計画搬入量を超える多量の廃棄物が発生するなどの状況に対

して，その処理を市が実施しようとする場合，事業者はその処理処分に協力すること。なお，

処理に係る費用は，変動費にて支払うものとする。 
 
 
１６． 業務の引継ぎ 

事業者は，管理運営業務開始までに，本施設の管理運営に関して必要な運転業務の引継ぎを，

市の指示に従い受けること。なお，その引継ぎに係る費用は事業者の負担とする。 
 
 
１７． 個人情報の保護 

１） 事業者は，個人情報の保護に関する法律及び関係法令及び上尾市個人情報保護条例を

遵守し，本事業によって知り得た場合は，個人情報を適切に管理すること。 
２） 事業者は，個人情報の管理にあたり，個人情報マニュアルを作成し，市の承諾を得るこ

と。 
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１８． 作成書類・提出書類 

１） 事業者は，本業務の実施に際し，必要な事項を記載した業務実施計画書を管理運営業

務開始前に市に提出し承諾を得ること。また，本業務期間中に，必要に応じて随時改善

を行い，改善内容について市の承諾を得ること。 
２） 業務実施計画書には，本業務の実施にあたり必要となる各種のマニュアル，各業務の

実施にあたり必要な業務計画書，市への各種報告様式等を含むこと（「表 １-８ 業務

実施計画書の構成（参考）」参照）とし，その内容については，市との協議により決定

すること。 
３） 事業者は，各年度の業務が開始する 30 日前までに（ただし，最初の業務年度に関して

は，管理運営開始日から 15 日前までに），業務実施計画書に基づき，当該年度の業務

計画書を市に提出し，当該年度の業務が開始する前に，市の承諾を得ること。 
４） 業務実施計画書とは別途，経営の透明性を確保するため，毎事業年度の 2 月末日まで

に，翌事業年度の経営計画書（損益計算書及びキャッシュフロー計算書）を作成のう

え，市に提出し，当該年度の業務が開始する前に，市の承諾を得ること。 
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表 １-８ 業務実施計画書の構成（参考） 

①受付管理業務実施計画書 
②運転管理業務実施計画書 
 ・業務実施体制表 
・月間運転計画，年間運転計画 

 ・運転管理マニュアル 
 ・運転管理記録様式 
・日報・月報・年報様式  等を含む 

③維持管理業務実施計画書 
 ・業務実施体制表 
 ・調達計画 
 ・点検・検査計画 
 ・補修・更新計画     等を含む 
④環境管理業務実施計画書 
 ・環境保全基準 
 ・環境保全計画 
 ・作業環境基準 
 ・作業環境保全計画    等を含む 
⑤情報管理業務実施計画書 
 ・各種報告書様式 
・各種報告書提出要領   等を含む 

⑥関連業務実施計画書 
 ・清掃要領・体制 
 ・防火管理要領・体制 
 ・施設警備防犯要領・体制 
 ・見学者対応要領・体制 
 ・住民対応要領・体制   等を含む 
⑦その他 
 ・緊急対応マニュアル 
 ・事業継続計画 
・安全管理衛生体制 
・安全作業マニュアル   等を含む 
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第６節 業務条件 

１． 管理運営業務 

本業務は，次に基づいて行うものとする。 
① 西貝塚環境センター基幹的設備改良事業 特定事業契約書 
② 西貝塚環境センター基幹的設備改良事業 要求水準書（設計・建設編） 
③ 西貝塚環境センター基幹的設備改良事業 要求水準書（管理運営編） 
④ 西貝塚環境センター基幹的設備改良事業 提案書 
⑤ その他市の指示するもの 

 
 
２． 精密機能検査 

１） 事業者は，本施設の設計建設期間中については，「西貝塚環境センター精密機能検査報

告書 令和 4 年２月」を踏まえ，本施設の基本性能が発揮されるよう，本業務を行う

こと。 
２） 業務期間中の最初の精密機能検査は，設計建設期間終了後の初年度に第三者機関にて

実施すること。なお，詳細な検査実施項目については，市と事前に協議するものとす

る。 
 
 
３． 提案書の変更 

業務期間中に本要求水準書に適合しない箇所が発見された場合には，事業者の責任において

本要求水準書を満足させるよう，提案書の変更を行うものとする。 
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４． 要求水準書の記載事項 

１） 記載事項の補足等 
本要求水準の記載事項については，本要求水準書を上回って実施することを妨げるものでな

い。明記されていない事項であっても，施設を管理運営するために当然必要と思われるものに

ついては，全て事業者の責任において補足・完備させなければならない。 
 

２） 参考図等の取扱い 
本要求水準書の図・表等で「（参考）」と記載されたものは，一例を示すものである。 
事業者は「（参考）」と記載されたものについて，施設を管理運営するために当然必要と思わ

れるものについては，全て事業者の責任において補足・完備させなければならない。 
 
 
５． 契約金額の変更 

「３．提案書の変更」又は，「４．要求水準書の記載事項」の場合，契約金額の増額等の手続

きは行わない。 
 
 

６． 業務期間終了時の引渡し条件 

事業者は業務期間終了時において，以下の条件を満たし，本施設を引き渡すこと。 
 

１） 業務期間終了時のごみピット，灰ピット，主灰ピット，処理水槽等の残留物は全て処理

すること。 
２） 各種薬品が本施設内に残存しないようにすること。 
３） 引渡し条件の詳細については，業務期間終了 5 年前より，市と協議すること。なお，

本施設は，業務期間終了後 3 年間は使用できるものとすること。 
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第２章 管理運営体制 

１． 業務実施体制 

１） 事業者は，本業務の実施にあたり，受付管理業務，運転管理業務，維持管理業務，環境

管理業務，情報管理業務，関連業務の各業務に適切な業務実施体制を整備すること。 
２） 事業者は，整備した業務実施体制について市に報告すること。なお，体制を変更した場

合は速やかに市に報告すること。 
 
 
２． 有資格者の配置 

１） 事業者は，本業務の現場総括責任者として，廃棄物処理施設技術管理者の資格要件を

有する者で，一般廃棄物を対象とした全連続運転式焼却施設で，かつ，ボイラータービ

ン式の発電設備を有する施設の現場総括責任者として 1 年以上の経験を有する者を配

置すること。なお，事業開始後 2 年以上継続して配置すること。 
２） 事業者は，電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者を配置すること。なお，

配置される電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，電気事業法第 43 条

第 1 項及び「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（令和 3 年 4 月 1 日改正）」に基

づき選任されるものとする。 
３） 事業者は，本業務を行うにあたり，その他必要な有資格者を配置すること。なお，関係

法令，所轄官庁の指導等を遵守する範囲内において，有資格者の兼任は可能とする。 
 

表 ２-１ 管理運営必要資格（参考） 

資格の種類 主な業務内容 
廃棄物処理施設技術管理者 維持管理に関する技術上の管理者 
安全管理者 
 

安全に係る技術的事項の管理 
（常時 50 人以上の労働者を使用する事業場） 

衛生管理者 
 

衛生に係る技術的事項の管理 
（常時 50 人以上の労働者を使用する事業場） 

酸素欠乏危険作業主任者 酸欠危険場所で作業する場合，作業員の酸素欠乏症を防止する 
防火管理者 施設の防火に関する管理者 
危険物保安監督者・危険物取扱者 危険物取扱作業に関する保安・監督 
第 1 種圧力容器取扱作業主任者 第 1・2 種圧力容器の取扱作業 
5t クレーン技能講習 クレーンの運転 
電気主任技術者 電気工作物の工事維持及び運用に関する保安の監督 
ボイラー・タービン主任技術者 ボイラー・タービンの工事維持及び運用に関する保安の監督 
ボイラー技士 労働安全衛生法に該当するボイラーの管理 
特定化学物質等作業主任者 労働安全衛生法に定められた作業主任者 
※業務内容については，関係法令を遵守すること。 
※その他運営を行うにあたり必要な資格がある場合は，その有資格者を置くこと。 
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３． 連絡体制 

事業者は，平常時及び緊急時の市等への連絡体制を整備すること。なお，体制を変更した場

合は速やかに市に報告すること。 
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第３章 受付管理業務 

１． 受付管理業務 

事業者は，本要求水準書，提案書等を遵守し，適切な受付管理業務を行うこと。 
 
２． 受付管理 

１） 事業者は，廃棄物を搬入・搬出する車両を計量棟において記録・確認し，管理を行わな

ければならない。 
２） 事業者は，直接搬入ごみを搬入しようとするものに対して，市が定める受入基準を満

たしていることを確認すること。直接搬入ごみが受入基準を満たしていない場合は，

受け入れてはならない。受入基準は，原則として毎年度，市が定めるものとする。 
３） 事業者は，小動物死骸を搬入・搬出する車両を計量棟において記録・確認し，管理を行

わなければならない。 
 
３． 計量 

事業者は，市の指示する搬入・搬出車両を計量棟において計量し，その記録を管理しなけれ

ばならない。 
 
４． 案内・指示 

事業者は，直接搬入ごみの搬入車両に対し，ごみの降ろし場所について，案内・指示しなけ

ればならない。案内・指示にあたっては，丁寧かつ分かり易く行わなければならない。 
 
５． 処理手数料の徴収 

１） 事業者は，市の条例に基づき，本施設に直接搬入ごみを搬入しようとするものから，市

に代わり，処理手数料を徴収しなければならない。なお，徴収方法は市が定める方法で

行うこと。 
２） 事業者は，徴収した処理手数料を，契約書に定める方法によって，市へ納付すること。 
３） 処理手数料の徴収に関する業務は，本事業を受託した事業者以外に再委託はできない。 

 
６． 受付時間 

１） 市が定める受付時間において，計量棟にて受付業務を行うこと。 
２） 土曜日，日曜日，年末年始，平日夜間等，前項の受付時間外についても，市が事前に指

示する場合は，受付業務を行うこと。 
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第４章 運転管理業務 

１． 本施設の運転管理業務 

事業者は，精密機能検査（第１章 第６節 ２．参照）を踏まえ，本施設の各設備を適切に

運転し，本施設の基本性能を発揮し，搬入される廃棄物を，関係法令，公害防止基準等を遵守

し適切に処理するとともに，運転管理業務を行うこと。 
 
 
２． 運転条件 

事業者は，以下に示す運転条件に基づき，本施設を適切に運転管理すること。 
１） 処理能力 

 ごみ焼却処理施設 
300t/日（100t/日 ×3 炉） 
 粗大ごみ処理施設 

70t/5h 
 

２） 年間運転日数 
本施設の年間運転日数は以下の条件を満たすものとすること。 

 搬入される廃棄物を適正かつ効率的に処理すること。 
 各年度に市が示す計画処理量を安全かつ安定的に滞りなく処理すること。 

 
３） 計画ごみ質 

 ごみの種類 
「１） 対象廃棄物の種類」参照 

 可燃物の設計条件 
「第１章 第４節 ７．２） 搬入物の性状」参照 

 
 

４） 公害防止基準 
「第１章 第４節 ４．公害防止基準」参照 

 
５） ユーティリティー条件 
「第１章 第４節 ５．ユーティリティー条件」参照 

 
６） 重機類・車両等の仕様 

 本業務に必要な重機類・車両等を用意すること。 
 本施設内における運搬車両については，車高 3m 以下（パッカー車は不可）等，施設

に支障のない車両を選定すること。 
 副資材等の搬入車両については，本施設の管理運営に支障のない車両を選定すること。 



 

４-２ 

 
３． 搬入物の性状分析 

１） 事業者は，工場棟に搬入された廃棄物の性状ついて，その分析項目，方法，頻度は，「昭

和 52 年 11 月 4 日環整第 95 号」による「一般廃棄物処理事業に対する指導を伴う留

意事項」を満たすこと。 
 
 
４． 搬入管理 

１） 事業者は，安全に搬入が行われるように，本施設内及び施設周辺において，必要に応じ

て人員を配置する等，搬入車両を適切に案内・指示すること。案内・指示にあたっては，

丁寧かつ分かり易く行うこと。 
２） 事業者は，市が行っている受入禁止物の混入防止の為の周知・啓発に協力すること。 
３） 事業者は，本施設に搬入される廃棄物について，プラットホーム及びごみピットにお

いて，受入禁止物の発見に努めること。 
４） 事業者は，直接搬入ごみに含まれる受入禁止物の確認をプラットホーム内にて実施し，

その混入を防止すること。特に，段ボール箱等に入れられたものについては，その中身

を十分に確認すること。 
５） 事業者は，搬入廃棄物の中から受入禁止物を発見した場合，その受入禁止物を返還し，

処分方法を案内すること。 
６） 事業者は，市が収集する可燃性粗大ごみ及び直接搬入された可燃物・可燃性粗大ごみ

等に対し，受入禁止物の確認・分別に努めること。 
７） 事業者は，市が収集する可燃物の中から受入禁止物を発見した場合，市に報告し，市の

指示に従うこと。 
８） 事業者は，リチウムイオンバッテリー含有廃棄物を発見した場合，市に報告し，市の指

示に従うこと。なお，保管する際は，火災等が発生しないように適切な管理・監視を行

うこと。 
９） 事業者は，市が行うプラットホーム内での搬入検査（1 回／月以上）に対して協力する

こと。 
１０） 事業者は，直接搬入ごみの荷降ろし時に適切な指示及び補助を行うこと。 
１１） 事業者は，搬入された小動物死骸を市の指示する方法にて，適切に冷凍保管すること。 
１２） 事業者は，搬入された雑誌，新聞，段ボール，ペットボトル，ガラス，乾電池，蛍光管，

缶・びんについて，適切に受入を行うこと。なお，その保管方法については，市の指示

に従うこと。 
１３） 事業者は，本施設内において，事故等が発生しないように，適切な安全管理を行うこと 

 
 
５． 適正処理 

１） 事業者は，搬入された廃棄物を，関係法令，公害防止基準等を遵守し，適切に処理を行

うこと。特にダイオキシン類の排出抑制に努めた処理を行うこと。なお，当該廃棄物の
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処理に係る費用は，全て事業者が負担し，当該廃棄物を本施設で再度処理する場合で

あっても，市は一切の費用を負担しないことに留意すること。 
２） 事業者は，本施設より排出される主灰，飛灰処理物等が関係法令，公害防止基準を満た

すように適切に処理すること。主灰，飛灰処理物等が上記の関係法令，公害防止基準を

満たさない場合，事業者は上記の関係法令，公害防止基準を満たすよう必要な処理を

行うこと。 
３） 事業者は，ごみピット等で火災等を発生させないように適切に管理を行うこと。火災

等が発生した場合，緊急対応マニュアルに従い適切に対応するとともに，再発防止策

を計画し，市の承諾を得ること。 
 
６． 適正運転 

事業者は，本施設の運転が，関係法令，公害防止基準条件等を満たしていることを自らが行

う検査によって確認し，その結果を市に報告すること。 
 
 
７． 灰搬出車両への積込み 

事業者は，本施設から搬出される主灰，飛灰処理物等を灰処理施設へ搬出する車両への積込

作業を行うこと。 
 
 
８． 有効利用施設への運搬等 

事業者は，本施設より搬出されるペットボトル圧縮成型品，新聞，雑誌，乾電池，スチール

缶プレス品，アルミ缶プレス品，ガラスカレット等を市が本施設より搬出する際の積込み作業

を行うこと。 
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９． 搬出物の性状分析 

１） 事業者は，本施設より搬出する主灰，飛灰処理物等の量について計量・管理を行うこ

と。 
２） 事業者は，本施設より搬出する主灰，飛灰処理物等の性状について定期的に分析・管理

を行うこと。 
 
 
１０． 小動物死骸の受付・保管，焼却 

１） 事業者は，小動物死骸を市が指定する場所で受付・保管すること。 
２） 事業者は，小動物死骸を適切に焼却すること。 

 
 
１１． 運転計画の作成 

１） 事業者は，本施設の年度別の計画処理量に基づく施設の点検，補修等を考慮した年間

運転計画を毎年度作成し，市の承諾を得ること。 
２） 事業者は，年間運転計画に基づき，月間運転計画を作成し，実施すること。 
３） 事業者は，年間運転計画及び月間運転計画に変更が生じた場合，市と協議の上，計画

の変更を行うこと。 
４） 事業者は，定期点検，定期補修を行う場合，2 炉運転を原則とし，全炉停止期間を可能

な限り短くするように計画すること。 
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１２． 運転管理マニュアルの作成 

１） 事業者は，本施設の運転操作に関して，運転管理上の目安としての管理値を設定する

とともに，操作手順，方法について取扱説明書に基づいて基準化した運転管理マニュ

アルを作成し，マニュアルに基づいた運転を実施すること。 
２） 事業者は，策定した運転管理マニュアルについて，施設の運転にあわせて随時改善す

ること。なお，運転管理マニュアルを変更する場合は，市の承諾を得ること。 
 
 
１３． 運転管理記録の作成 

事業者は，以下の内容を含んだ運転日誌，日報，月報，年報等を作成しなければならない。

なお，記録の内容については，市の指示に従うこと。 
 

① 運転データ 
② 用役データ 
③ 保守点検・検査，補修・整備内容等 

 
 
１４． 売電の事務手続き及び発電条件 

１） 事業者は，売電に係る事務手続きに協力しなければならない。なお，売電収益は市に帰

属するものとする。 
２） 事業者は，本施設を安全・安定的に運転することを前提に，温室効果ガス排出量を極力

削減するよう本施設のエネルギー使用量の削減を図るとともに，本施設の基本性能を

発揮し，発電量を可能な限り確保すること。 
３） 事業者は，年間売電計画書を毎年作成しなければならない。計画書については，市の承

諾を得ること。 
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第５章 維持管理業務 

１． 維持管理業務 

事業者は，精密機能検査（第１章 第６節 ２．参照）を踏まえ，本施設の基本性能を発揮

し，搬入される廃棄物を，関係法令，公害防止基準等を遵守した適切な処理が可能となるよう，

本施設の維持管理業務を行うこと。 
 
 
２． 施設の機能維持 

事業者は本施設の基本性能を業務期間にわたり維持すること。 
 
 
３． 点検・検査計画の作成 

１） 事業者は，点検及び検査を，本施設の運転に極力影響を与えず効率的に実施しできる

ように点検・検査計画を策定すること。 
２） 事業者は，本施設の点検・検査計画について，日常点検，定期点検，法定点検・検査（表 

５-１ 法定点検項目（参考）），自主検査等の内容（機器の項目，頻度等）を記載した

点検・検査計画書（毎年度のもの，業務期間を通じたもの）を作成し市の承諾を得るこ

と。 
３） 事業者は，すべての点検・検査について，本施設の基本性能の維持及び運転の効率性を

考慮し計画すること。原則として，同時に休止を必要とする機器の点検及び予備品，消

耗品の交換作業は同時に行うこと。 
４） 事業者は，機器別の管理方法を明記した機器別管理基準を作成し，市の承諾を得たう

えで，当該基準に従って管理すること。また，内容は必要に応じて更新し，変更が生じ

た場合には，速やかに市に報告すること。 
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表 ５-１ 法定点検項目（参考） 

項  目 法令・通知等 実施頻度 
一般廃棄物処理施設 廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律・同法施行規則 
機能検査：1 回/年 
精密機能検査：1 回/3 年 

計量機 計量法 2 年に 1 回 
クレーン 労働安全衛生法  

  

年次定期自主検査：1 回/年 
月次定期自主検査： 1 回/月 
性能検査： 1 回/2 年 

ボイラ 労働安全衛生法 検査証：1 回/年 
ボイラ及び圧力容器安全規則 自主検査：1 回/年 
電気事業法 定期検査：１回/2 年 

タービン 電気事業法 1 回/4 年 
第 1 種圧力容器 労働安全衛生法 1 年以内ごとに 1 回 
電気設備 電気事業法 

  

年次検査：1 回/年 
月例検査：1 回/月 

上水受水槽 水道法 1 回/年 
危険物取扱所，貯蔵所 消防法 1 回/年 
消防用設備 消防法 1 回/6 ヶ月 
特定建築物 建築基準法 1 回/3 年 
建築設備 建築基準法 1 回/年 
その他必要な項目 関係法令 関係法令の規程 
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４． 点検・検査の実施 

１） 事業者は，点検・検査計画に基づいて，点検・検査を実施すること。 
２） 事業者は，日常点検で異常が発生した場合や事故が発生した場合等は，臨時点検を実

施すること。 
３） 事業者は，本施設の点検・検査に係る記録を適切に管理し，法令等で定められた年数又

は市の定める年数を保管すること。 
４） 事業者は，本施設の点検・検査結果報告書を作成し，市に報告すること。 

 
 
５． 補修計画の作成 

１） 事業者は，業務期間を通じた本施設の補修計画を作成し，市に提出すること。作成した

補修計画について，市の承諾を得ること。 
２） 事業者は，業務期間を通じた本施設の補修計画について，点検・検査結果に基づき毎年

度更新し，市に提出すること。更新した補修計画については，市の承諾を得ること 
３） 事業者は，本施設の点検・検査結果に基づき，設備・機器の耐久度と消耗状況を把握し，

各年度の補修計画を作成し，市に提出すること。作成した各年度の補修計画は市の承

諾を得ること。 
４） 点検・検査結果に基づき，設備の基本性能を維持するための部分取替，調整等を，事業

者が計画すべき補修の範囲とする。 
 
 
６． 補修の実施 

１） 事業者は点検・検査結果に基づき，本施設の基本性能を維持するために，補修を行うこ

と。 
２） 事業者は，補修に際し，補修工事施工計画書を市に提出し，承諾を得ること。 
３） 事業者は，各設備・機器の補修に係る記録を適切に管理し，法令等で定められた年数又

は市の定める年数を保管すること。 
４） 事業者が行うべき補修の範囲は「表 ５-２ 補修の範囲（参考）」のとおりである。 
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表 ５-２ 補修の範囲（参考） 

作業区分 概  要 作業内容（例） 

補
修
工
事 

予
防
保
全 

定期点検整備 

定期的に点検検査又は部分取替を行

い，突発故障を未然に防止する。（原則

として固定資産の増加を伴わない程

度のものをいう）。 

・部分的な分解点検検査 
・給油 
・調整 
・部分取替 
・精度検査 等 

更正修理 
設備性能の劣化を回復させる。（原則

として設備全体を分解して行う大が

かりな修理をいう。） 

設備の分解→各部点検→

部品の修正又は取替→組

付→調整→精度チェック 

予防修理 
異常の初期段階に，不具合箇所を早急

に処理する。 
日常保全及びパトロール

点検で発見した不具合箇

所の修理 

事
後
保
全 

緊急事故保全 
（突発修理） 

設備が故障して停止したとき，又は性

能が著しく劣化した時に早急に復元

する。 

突発的に起きた故障の復

元と再発防止のための修

理 
通常事後保全 
（事後修理） 

経済的側面を考慮して，予知できる故

障を発生後に早急に復元する。 
故障の修理，調整 

※表中の業務は，プラント設備，土木・建築設備のいずれにも該当する。 

 
 
７． 施設の保全 

事業者は，本施設の照明・採光設備，給配水衛生設備，空調設備，緑地等の管理・点検を定期

的に行い，適切な修理交換等を行うこと。特に，見学者等第三者が立ち入る箇所については，

適切に管理，点検，修理，交換等を行うこと。 
 
 
８． 機器更新 

１） 事業者は，業務期間内における本施設の基本性能を維持するために，機器の耐用年数

を考慮した業務期間に渡る更新計画を作成し，市の承諾を得ること。承諾を得た更新

計画については，長寿命化総合計画へ反映すること。 
２） 事業者は，業務期間中に市が最新の更新計画の作成を求める場合は，最新の更新計画

を作成し，市の承諾を得ること。承諾を得た更新計画については，長寿命化総合計画へ

反映すること。 
３） 事業者は，更新計画の対象となる機器について，更新計画を踏まえ，機器の耐久度・消

耗状況により，事業者の費用と責任において，機器の更新を行うこと。ただし，法令改

正，不可抗力によるものは事業者による，機器更新の対象から除くものとする。 
  



 

５-５ 

９． 改良保全 

１） 事業者は，改良保全を行う場合は，改良保全に関する計画を提案し，市と協議するこ

と。また，市が改良保全を計画する場合は，その検討に協力すること。 
２） 提案内容に関しては，財産処分を含め，市において判断・了承する。 
３） 改良保全や新技術の採用により得失が生じる場合，費用は両者で調整する。 

 
 
１０． 備品（機器の予備品及び消耗品以外）・什器・物品・用役の調達 

事業者は，備品・什器・物品・用役の調達計画を作成し，市に提出すること。 
 
 
１１． 備品（機器の予備品及び消耗品以外）・什器・物品・用役の管理 

１） 事業者は，調達計画に基づき調達した備品・什器・物品・用役を常に安全に保管し，必

要の際には支障なく使用できるように適切に管理すること。 
２） 事業者は，市からの貸与物については，適切に管理すること。 
３） 事業者は,本施設内の水道，電気等の用役について，すべてを負担すること。 

 
 

１２． 機器の予備品及び消耗品等の調達 

１） 事業者は，機器の予備品及び消耗品等の調達計画を作成し，市に提出すること。 
２） 機器の予備品については，必要な保守，整備がされていても，破損，損傷，摩耗する確

率が高い部品，破損・損傷・摩耗により，施設の運転継続に重大な支障をきたす部品，

市販されておらず納入に時間のかかる部品，機器の消耗品であっても予備として置い

ておくことが望ましい部品等とすること。 
３） 機器の消耗品は，運転により確実に損耗し，1 年以内に消耗するであろう部品，開放点

検時に取り替えの必要な部品等とすること。 
 
１３． 機器の予備品及び消耗品等の管理 

事業者は，調達計画に基づき調達した機器の予備品及び消耗品等を常に安全に保管し，必要

の際には支障なく使用できるように適切に管理すること。 
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第６章 環境管理業務 

１． 環境管理業務 

事業者は，本施設の基本性能を発揮し，関係法令，公害防止基準等を遵守した適切な環境管

理業務を行うこと。 
 
 
２． 環境保全基準 

１） 事業者は，関係法令，公害防止基準等を遵守した環境保全基準を作成し，市の承諾を得

ること。 
２） 事業者は，本施設の管理運営にあたり，環境保全基準を遵守すること。 
３） 法改正等により環境保全基準を変更する場合は，市と協議すること。 

 
 
３． 環境保全計画 

１） 事業者は，業務期間中，本施設の環境保全基準の遵守状況を確認するために必要な測

定項目・方法・頻度・時期等を定めた環境保全計画を作成し，市の承諾を得ること。 
２） 事業者は，環境保全計画に基づき，環境保全基準の遵守状況を確認し，市に報告するこ

と。 
 
 
４． 作業環境保全基準 

１） 事業者は，本施設のダイオキシン類対策特別措置法，労働安全衛生法等を遵守した作

業環境保全基準を定めること。 
２） 事業者は，本施設の管理運営にあたり，作業環境保全基準を遵守すること。 
３） 法改正等により作業環境保全基準を変更する場合は，市と協議すること。 

 
 
５． 作業環境保全計画 

１） 事業者は，業務期間中， 本施設の作業環境保全基準の遵守状況を確認するために必要

な測定項目・方法・頻度・時期等を定めた作業環境保全計画を作成し，市の承諾を得る

こと。 
２） 事業者は，作業環境保全計画に基づき，作業環境保全基準の遵守状況を確認し，市に報

告すること。 
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第７章 情報管理業務 

１． 情報管理業務 

事業者は，本要求水準書，関係法令等を遵守し，適切な情報管理業務を行うこと。 
 
２． 運転管理記録報告 

１） 事業者は，廃棄物搬入量，廃棄物搬出量，副資材搬入量，運転データ，用役データ，運

転日誌，日報，月報，年報等を記載した運転管理に関する報告書を作成し，市に提出す

ること。 
２） 報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）は，市

と協議のうえ，決定すること。 
３） 運転記録に関するデータを法令等で定める年数又は市との協議による年数保管するこ

と。 
４） その他，住民からの苦情，事故等の市が報告を求める事項について，速やかに報告する

こと。 
 
 
３． 点検・検査報告 

１） 事業者は，点検・検査計画を記載した点検・検査計画書，点検・検査結果を記載した点

検・検査結果報告書を作成し，市に提出すること。 
２） 計画書，報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）

は市と協議の上，決定すること。 
３） 事業者は，点検・検査に関するデータを，法令等で定める年数又は市の定める年数を保

管すること。 
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４． 補修・更新報告 

１） 事業者は，補修計画を記載した補修計画書，補修結果を記載した補修結果報告書を作

成し，市に提出すること。 
２） 事業者は，更新計画を記載した更新計画書，更新結果を記載した更新結果報告書を作

成し，市に提出すること。 
３） 計画書，報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）

は市と協議の上，決定すること。 
４） 事業者は，補修・更新に関するデータを，法令等で定める年数又は市の定める年数を保

管すること。 
 
 
５． 環境保全報告 

１） 事業者は，環境保全計画に基づき計測した環境保全状況を記載した環境保全報告書を

作成し市に提出すること。 
２） 報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）は市と

協議の上，決定すること。 
３） 事業者は，環境保全に関するデータを，法令等で定める年数又は市の定める年数を保

管すること。 
 
 
６． 作業環境保全報告 

１） 事業者は，作業環境保全計画に基づき計測した作業環境保全状況を記載した作業環境

保全報告書を作成し，市に提出すること。 
２） 報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）は市と

協議の上，決定すること。 
３） 事業者は，作業環境管理に関するデータを，法令等で定める年数又は市の定める年数

を保管すること。 
 
 
７． 調達結果報告 

１） 事業者は，備品（機器の予備品及び消耗品を含む）・什器・物品・用役等の調達結果を

記載した調達報告書を作成し，市に提出すること。 
２） 報告書の提出頻度・時期・詳細項目（電子データの種類・引渡し方法を含む。）は市と

協議の上，決定すること。 
３） 事業者は，調達に関するデータを，法令等で定める年数又は市の定める年数を保管す

ること。 
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８． 施設情報管理 

１） 事業者は，本施設に関する各種マニュアル，図面等を業務期間にわたり適切に管理す

ること。 
２） 事業者は，補修，機器更新，改良保全等により，本業務の対象施設に変更が生じた場合，

各種マニュアル，図面等を速やかに変更すること。 
３） 本業務の対象施設に関する各種マニュアル，図面等の管理方法については，市と協議

の上決定すること。 
 
 
９． 一般廃棄物処理施設の維持管理の記録に関する報告 

１） 事業者は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 9 条の 3 第 6 項に基づく一般廃棄物

処理施設の維持管理の記録について，市が公表できるように，本施設に関する維持管

理の記録を報告すること。 
２） 報告内容及び頻度については，市の指示に従うこと。 

 
 
１０． その他管理記録報告 

１） 事業者は，本施設の設備により管理記録可能な項目，又は事業者が自主的に管理記録

する項目のうち，市が要望する管理記録について，管理記録報告を作成し，提出するこ

と。 
２） 提出頻度・時期・詳細項目については，市と協議のうえ，決定すること。 
３） 事業者は，市が要望する管理記録を，法令等で定める年数又は市の定める年数を保管

すること。 
 
 
１１． 財務状況報告 

１） 事業者は，経営の健全性及び透明性を確保するために，以下の書類について，自己の費

用をもって公認会計士又は監査法人による監査を受けたうえで，監査報告書とともに

毎事業年度経過後 3 ヵ月以内に市に提出すること。 
 

ＳＰＣを設立

する場合 

・ＳＰＣにおける，会社法上要求される計算書類，事業報告，付属明

細書，監査報告書及びキャッシュフロー計算書 

ＳＰＣを設立

しない場合 

・管理運営業務を実施する構成員における，会社法上要求される計算

書類，事業報告，付属明細書，監査報告書及びキャッシュフロー計

算書（各構成員ごとに提出） 

・本事業を単位とした，損益計算書及びキャッシュフロー計算書 
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第８章 関連業務 

１． 関連業務 

事業者は，本要求水準書，関係法令等を遵守し，適切な関連業務を行うこと。 
 
 
２． 清掃 

１） 事業者は，本施設内の清掃計画を作成し，市の承諾を得ること。 
２） 事業者は，施設内を常に清掃し，清潔に保つこと。特に見学者等第三者の立ち入る場所

について，常に清潔な環境を維持すること。 
 
 
３． 植栽管理 

１） 事業者は，本施設の植栽について，剪定・薬剤散布・水撒き等を記載した植栽管理計画

を作成し，市の承諾を得ること。 
２） 事業者は，植栽管理計画にもとづき，本施設内の植栽を適切に管理すること。 

 
 
４． 防火・防災管理 

１） 事業者は，消防法等関係法令に基づき，対象施設の防火・防災上必要な管理者，組織等

の防火管理体制を整備し，市の承諾を得て，届出を行うこと。なお，体制を変更した場

合は，速やかに市に報告すること。 
２） 事業者は，日常点検，定期点検等の実施において，防火・防災管理上，問題がある場合

は，市と協議のうえ，施設の改善を行うこと。 
３） 事業者は，特に粗大ごみ処理施設の各設備，プラットホーム，ごみピット等について

は，入念な防火管理を行い，特にリチウムイオンバッテリー由来の火災に対する防火

管理及び火災時対応を徹底すること。 
４） 事業者は，定期的に消防訓練，避難訓練等を行うこと。 

 
 
５． 施設警備・防犯 

１） 事業者は，本施設内の施設警備防犯体制を整備すること。 
２） 事業者は，整備した施設警備防犯体制について市に報告すること。なお，体制を変更し

た場合は，速やかに市に報告すること。 
３） 事業者は，本施設内の警備を実施し，第三者の安全を確保すること。 
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６． 見学者対応 

１） 事業者は，見学者の受付を行い，施設の稼動状況及び環境保全状況等の説明を行い，見

学者の理解を得るように努めること。なお，行政視察等については，市へ協力を行うこ

と。 
 
 
７．  住民対応 

１） 事業者は，常に適切な管理運営を行うことにより，周辺住民の信頼と理解，協力を得る

こと。また，周辺住民及び地域と良好な関係を築くための交流・地域貢献に努めるこ

と。 
２） 事業者は，本施設の管理運営に関して，住民等から意見等があった場合，適切に対応

し，市に報告すること。 
３） 事業者は，本施設の管理運営に関する住民対応について，市と緊密な連絡体制を構築

するとともに，住民に対して誠意をもって対応すること。 
４） 事業者は，2 ヶ月に 1 回開催される地元協議会に出席するとともに，必要となる資料

作成に協力すること。 
５） 事業者は，1 年に 1 回開催される「平方地区環境フェスティバル」において，会場の設

営等，開催にあたっての協力を行うこと。 
６） 市において，罹災ごみ，災害ごみ等が発生した場合，住民へのごみ分別方法の周知活動

に対し，事業者は，市へ協力を行うこと。 
 
 
８． 車両案内 

事業者は，搬入車両の渋滞時等に安全に搬入が行われるように，必要に応じて人員を配置す

る等，施設敷地周辺においても，適切に搬入車両を案内・指示すること。なお，周辺道路の交

通規制等を行う場合は，事業者が，警察等関係機関へ届出を行うこと。 
 
 

 



 

別紙１－１ 

別紙 1 本施設の受入基準（参考） 
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別紙２－１ 

別紙 2 収集量実績等（参考） 
 

表 ごみ収集量実績 
（単位：ｔ） 

年度 H28 H29 H30 H31 R2 
可燃物 50,284.71 49,227.45 50,194.60 52,445.01 51,669.63 
不燃物 金属･陶器 1,362.07 1,491.62 1,585.86 1,724.29 1,908.79 

資源物 

飲料缶・スプレー缶 309.06 299.26  301.34 307.96 335.40  
ガラス 1,340.71 1,309.54 1,289.39 1,228.26 1,294.26 
ペットボトル 646.04 660.56 706.34 692.52 738.44 
紙類 1,966.85 2,062.14 2,206.88 2,330.50 2,707.91 

粗大ごみ 61.92 91.37 77.78 79.23 74.11 
ふれあい収集 105.97 111.53 112.18 117.34 133.00 
計 56,077.33 55,253.47 56,474.37 58,925.11 58,861.54 

 
 

表 動物死骸処理頭数 
（単位：頭数） 

年度 H28 H29 H30 H31 R2 
犬 122  116 108 122  100 
猫等 989  980 962 1006  1028  
合計 1,111  1,096 1,070 1,128  1,128 

 


